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１  合併の方式 

 上野原町、秋山村を廃止し、その区域をもって新しい市を設置す

る新設（対等）合併とする。 

 

２ 合併の期日 

 平成１７年２月１３日（日）を合併の期日とする。 

 

３ 新市の名称 

 新市の名称は、「上
うえ

野
の

原
はら

市
し

」とする。 

 

４ 事務所の位置 

 新市の事務所の位置は、山梨県北都留郡上野原町上野原３８３２

番地とし、上野原町が平成１６年１０月４日から使用する新庁舎を

新市の事務所とする。 

 また、現在の秋山村役場（山梨県南都留郡秋山村７１３１番地）

に支所を置くこととし、現行の行政サービスの低下を招かないよう、

その組織及び機構について合併時までに調整する。 

 



５ 財産の取扱い 

（１）両町村の所有する財産（債権及び債務を含む。）は、全て新市 

に引き継ぐものとする。 

（２）財産区有財産は、財産区有財産として新市に引き継ぐものと

する。 

（３） 秋山村が保護している秋山村恩賜県有財産及び秋山村が神奈

川県津久井郡藤野町に所有する財産については、それぞれ財産

区を設置し、財産区管理会を設けて管理運営するものとする。 

 

６ 議会の議員の定数及び任期等の取扱い 

（１）議会の議員の任期は、市町村の合併の特例に関する法律第７

条第１項第１号の規定を適用し、平成１９年２月１２日まで引

き続き新市の議会の議員として在任する。 

（２）新市の議会の議員の定数については、２６人とする。 

（３）公職選挙法第１５条第６項に規定する選挙区は、設けないこ

ととする。 

（４）議会の議員の報酬の額は、他の自治体の例をもとに合併時ま

でに調整する。 



７ 農業委員会委員の定数及び任期等の取扱い 

（１）農業委員会の選挙による委員については、市町村の合併の特

例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、平成１７

年７月１９日まで引き続き新市の農業委員会の選挙による委員

として在任する。 

（２）一般選挙による委員の定数については、２０人とする。 

（３）一般選挙による委員の選挙区については、合併時までに調整

する。 

（４）農業委員会委員の報酬、費用弁償等については、合併時まで

に調整する。 

 

８ 地方税の取扱い 

両町村で差異のある地方税の取扱いについては、次のとおりとす

る。 

（１）法人町村民税法人税割額の税率は、市町村の合併の特例に関   

する法律第１０条第１項の規定を適用し、不均一課税とする。 

   なお、税率は現行のとおり新市に引き継ぎ、５年以内に調整 

するものとする。 



（２）普通徴収に係る町村・県民税の納期については、上野原町の   

例による。 

（３）軽自動車税の納期、ナンバープレートの再交付は、上野原町  

の例による。 

（４）固定資産税の納期については、基準年度のいかんにかかわら  

ず第１期については、５月１７日から同月末日とし、第２期以 

降については現行どおりとする。 

（５）町村・県民税、固定資産税の納期前納付に対する報奨金につ 

いては、平成１６年３月末までに調整するものとする。 

 

９ 一般職の職員の身分の取扱い 

（１）両町村の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐ 

ものとする。 

（２）新市の職員数については、当面は現行の両町村の条例定数の 

合計数をもって新市の条例定数とする。ただし、新市において 

速やかに定員適正化計画を定め、定員管理の適正化に努めるも 

のとする。 

（３）職名及び任用については、人事管理及び職員の処遇の適正化 



の観点から、合併時に統一を図る。 

（４）給与については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点か 

ら調整し統一を図る。なお、現職員については、合併後速やか 

に給料の格差是正を行うものとする。 

 

１０ 地域審議会の取扱い 

地域審議会の組織及び運営については、次のとおりとする。 

〔設置〕 

 合併前の秋山村の区域 

〔設置期間〕 

 審議会の設置期間は、平成１９年４月１日から平成２７年３月 

３１日までとする。 

〔所掌事務〕 

 １ 審議会は、当該区域に係る次に掲げる事項について、市長の 

諮問に応じて審議し、答申するものとする。 

（１）新市建設計画の変更に関する事項 

（２）新市建設計画の執行状況に関する事項 

（３）新市の基本構想の作成及び変更に関する事項 



（４）その他市長が必要と認める事項 

２ 審議会は、当該区域に係る事務に関し必要と認める事項につ 

いて審議し、市長に意見を述べることができる。 

〔組織〕 

 １ 審議会は、委員１０人以内をもって組織する。 

 ２ 委員は、当該区域に住所を有する者又は当該区域内に存する  

事務所等に勤務する者で、次の各号に掲げる者のうちから市長  

が委嘱する。 

（１）公共的団体の役職員 

（２）識見を有する者 

（３）前２号のほか市長が必要と認める者 

〔任期〕   

１ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合にお 

ける補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 ２ 委員は、再任することができる。 

 ３ 委員は、当該区域に住所を有しなくなったとき又は当該区域 

内に存する事務所等に勤務しなくなったときは、その職を失う。 

 



１１ 新市将来構想の策定及び新市建設計画の策定 

 新市建設計画は、別添「新市建設計画」に定めるとおりとする。 

 

１２ 特別職の身分の取扱い 

（１）市長、助役、収入役及び教育長の任期等については、法令の

定めるところによる。報酬は、現行報酬額及び同規模の自治体

の例をもとに調整する。 

（２）教育委員会の委員、監査委員、選挙管理委員会の委員、固定

資産評価審査委員会の委員及び公平委員会の委員の数、任期に

ついては、法令等の定めるところによる。報酬は、現行報酬額

及び同規模の自治体の例をもとに調整する。 

 

１３ 条例、規則の取扱い 

条例、規則の取扱いについては、次のとおりとする。 

（１）両町村に共通して制定されている内容に差異のない条例、規

則等については、現行の例により新市において制定する。 

（２）両町村とも制定しているが内容に差異のあるもの及びいずれ

かの町村にのみ制定されているものについては、事務事業の調



整内容等をもとに支障のないように合併までに調整する。 

 

１４ 組織及び機構の取扱い 

新市の行政組織及び機構については、住民サービスの向上が図れ

るよう配慮し、次の事項を基本に整備する。また、新支所となる秋

山村役場の持つべき機能及び組織については合併時までに調整する。 

（１）住民にとってわかりやすく、利用しやすい組織・機構 

（２）簡素で効率的な組織・機構 

（３）住民の声が的確に反映できる組織・機構 

（４）新市建設計画や新たな行政課題に対応できる組織・機構 

 

１５ 一部事務組合等の取扱い 

（１）一部事務組合については、両町村の合併の前日をもって当該

組合から脱退し、新市において合併の日に当該組合に加入する。 

（２）その他の事務の共同設置については、両町村の合併の前日を

もって当該組織から脱退し、新市において合併の日に旧上野原

町が加入していた組織に加入する方向で調整する。 

 



１６ 使用料、手数料の取扱い 

（１）使用料については、原則として現行のとおりとする。ただし、

同一又は類似する施設の使用料については可能な限り統一する。   

また、必要に応じて緩和措置を講じるものとする。 

（２）手数料については、両町村におけるこれまでの料金改定の経

緯や受益者負担金の原則を基本に、サービスに対する適正な負

担金を決定し、合併時の統一に努めるものとする。 

 

１７ 公的団体等の取扱い 

公共的団体等については、新市の一体性を確保するため、それぞ

れの実情を尊重しながら、次のとおり統合整備に努めるものとする。 

（１）両町村に共通している団体は、できる限り合併時に統合でき 

るよう調整に努めるものとする。 

（２）両町村に共通している団体で、実情により合併時に統合でき  

ない団体は、合併後速やかに統合するよう調整に努めるものと 

する。 

（３）両町村に共通している団体で、統合に時間を要する団体は、 

将来統合するよう調整に努めるものとする。 



（４）各町村独自の団体は、現行のとおりとする。 

 

１８ 補助金、交付金等の取扱い 

両町村の補助金、交付金等については、従来からの経緯、実情等

に配慮し、新市において取扱いを検討する。当面は次のとおりとす

る。 

（１）両町村で同一あるいは同種の補助金については、関係団体等  

の理解と協力を得ながら統合等も考慮して調整し、できる限り 

早期に統一する。 

（２）両町村で独自の団体に対する補助金等は、制度の経緯、実績 

を踏まえ、新市全体の均衡を保つよう調整する。 

 

１９ 町名、字名の取扱い 

（１）町、字等の区域については、現行のとおりとする。 

（２）町、字等の名称については、次のとおりとする。 

  ①上野原町においては、「北都留郡上野原町」を「上野原市」に 

置き換え、「上野原市旧町村の大字○○番地」と表示する。 

②秋山村においては、「南都留郡秋山村」を「上野原市」に置き



換え、「上野原市秋山○○番地」と表示する。 

③住居表示に関する法律により、住居表示を実施した地域（コ

モアしおつ）は、「上野原市コモアしおつ○丁目○番○号」と表

示する。 

 

２０ 慣行の取扱い 

（１）市章、市の花・木・鳥、市民憲章等については、合併後新市

において検討委員会等を設置し、協議決定する。 

（２）表彰制度については、新市において新たな制度を創設するも

のとする。 

（３）新たな市誌、市の歌については新市において検討するものと

する。 

 

２１ 国民健康保険事業の取扱い 

（１） 国民健康保険税については、次のとおり取り扱うものとする。 

①国民健康保険税の税率については、両町村に差異がないので、

現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

②国民健康保険税の納期については、上野原町の例によるもの



とする。 

（２）保険給付事業のうち、葬祭費については上野原町の例による

ものとし、その他の事業については両町村に差異がないので、

現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

（３）高額療養費支払資金貸付及び出産費資金貸付については両町

村に差異がないので、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

 

２２ 介護保険事業の取扱い 

（１）介護保険給付準備基金について、合併時の保有額を持ち寄り

統合する。 

（２）介護保険事業計画について、平成１８年４月から統一する。

それまでの間は、それぞれ旧介護保険事業計画で行う。平成

１７年度に第三期介護保険事業計画を策定する。 

（３）介護保険料について、平成１８年４月から統一する。それま

での間は、それぞれの町村の例による（不均一賦課）。 

（４）介護保険料の減免について、上野原町で行っている減免は新

市に引き継ぐ。 

（５）保険料の納期について、秋山村の６期に統一し、その期日に



ついては、調整する。 

（６）秋山村が直営で実施している居宅介護支援事業及び居宅サー

ビス事業(訪問介護事業、通所介護事業、訪問入浴介護事業)に

ついては、合併時に廃止し、新市において現行と同様のサービ

スを新市社会福祉協議会が事業者として実施するよう調整する。 

 

２３ 情報化事業の取扱い 

２３‐①地域情報化システム事業 

高度情報化による住民サービスの向上と住民の情報環境の高度化

を図るため、両町村の公共施設を光ファイバーで結ぶ地域情報化シ

ステム事業を実施する。 

 

２３‐②行政情報化システム事業 

 住民サービスの低下を招かないように電算システムの統一を図り、

合併時に稼動できるように調整するものとする。 

 

２４ 各種事務事業の取扱い 

２４‐①広聴広報関係事業 



（１）広報誌については、毎月１日発行とする。 

（２）カレンダーについては、平成１８年版から発行する。 

（３）要覧、その他の広報刊行物は新市移行後早い段階での発行を 

図る。 

（４）地域懇談会、直接対話窓口等については、必要に応じて実施 

していく。 

（５）ホームページについては、合併時に合わせ一元化を図る。 

 

２４‐②消防防災関係事業 

（１）１本部１署２出張所、合併時に新市の組織体制とする。 

（２）消防団については、合併時統一する。両町村の団員は、新市 

に引き継ぐものとする。 

（３）地域防災計画については、新市において速やかに策定するも 

のとする。 

（４）防災行政無線は合併後、新市において調整するものとする。 

ただし、遠隔操作卓は合併時までに整備する。 

 

 



２４‐③窓口業務 

 窓口業務については、住民サービスの低下を招かないよう調整す

る。 

 

２４‐④保健衛生事業（病院・診療所を含む。） 

〔保健衛生事業〕 

（１）保健計画については、新市において策定する。 

（２）母子保健事業（妊婦対策、乳幼児対策）については、新市移 

行後も現教室を継続し、新市において調整する。ただし、乳幼 

児医療費の助成制度の１月７００円に満たない部分は、合併時 

までに統一する。 

（３）成人・老人保健事業については、次のとおり取り扱うものと 

する。 

①成人保健対策 

 ア 健診（総合健診・住民健診）の料金・検診項目について 

は、上野原町の例による。また、委託先については、人間 

ドッグの状況と同じく現行のとおり２箇所への委託を新市 

に引き継ぐものとする。 



 イ 婦人科健診については、施設健診・バス健診など方法・  

委託先等にそれぞれ差異があるので全て継続し新市に引き 

継ぐものとする。 

②感染症対策 

 予防接種については、その単価及び利用者負担額に両町村で

差異があるので、新市において統一する。 

（４）葬斎場については、上野原町の施設・制度を新市に引き継ぐ

ものとする。 

〔病院・診療所事業〕 

（１）上野原町立病院（附属西原診療所を含む。）及び秋山村国民健

康保険直営診療所・秋山村国民健康保険直営歯科診療所につい

ては、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

（２）病院・診療所の使用料・手数料については、上野原町の例に

よる。 

 

２４‐⑤各種福祉事業（障害者、高齢者、児童福祉事業） 

〔障害者福祉事業〕 

（１）国又は県が定める制度、事業については現行のとおり新市に



引き継ぐものとする。 

（２）人工透析者の通院交通費助成事業については、現行のとおり

新市に引き継ぐものとする。 

〔高齢者福祉事業〕 

（１）国又は県が定める事業については、現行の実施方法を基準と

し新市全域で実施するよう合併時までに調整する。 

（２）基幹型在宅介護支援センターを新市において設置する。 

（３）両町村単独の事業については、目的や趣旨に沿った効果的な

事業として、新市全域で実施できるよう新市において調整し統

一する。 

〔児童福祉事業〕 

（１）国又は県が定める制度、事業については現行のとおり新市に

引き継ぐものとする。 

（２）出産奨励金支給事務は、秋山村の例によるものとする。ただ

し、内容については精査し、合併時までに調整する。 

〔その他福祉事業〕 

災害弔慰金等支給事業は、現行のとおり新市に引き継ぐものとす

る。 



２４‐⑥保育事業 

（１） 保育所については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

（２）保育料については、現行のとおり新市に引き継ぐものとし、  

合併後５年以内に国の基準額を参考に統一を図るよう段階的に 

調整する。 

（３） 入所年齢については、上野原町の例による。 

（４） 保育時間については、現行のとおり新市に引き継ぐものとし、  

合併後５年以内に保育料と合わせ統一を図るよう段階的に調整 

する。 

（５）障害児保育については、上野原町の例により受け入れを実施  

する。 

（６）広域保育事業については、現行のとおり新市に引き継ぐもの 

とする。 

（７）学童保育事業については、現行のとおり新市に引き継ぐもの 

とする。 

（８）保育環境については、上野原町の例による。 

（９）保育所児童の入所事務については、上野原町の例による。 

（10）次世代児童育成支援計画（エンゼルプラン）については、 



合併時までに新市の計画を策定する。 

（11）秋山村の通園バスについては、基準等を明確にしたうえで 

現行のとおり新市に引き継ぐものとし、新市において運行区域 

を調整する。 

 

２４‐⑦生活保護事業 

 生活保護事業については、新市で設置する福祉事務所において、

法令等に基づき実施する。 

 

２４‐⑧ごみ収集運搬業務事業 

（１）ごみの収集方法、収集場所、収集日及び排出方法については、  

合併時に上野原町の制度に一元化するものとする。 

（２）拠点回収事業等上野原町のみの事業については、合併時に上  

野原町の制度に一元化するものとする。 

（３）秋山村で徴収している一般廃棄物処理手数料制度は廃止し、 

合併時に上野原町の廃棄物処理手数料制度に一元化するものと 

する。 

 



２４‐⑨環境対策事業 

（１）合併処理浄化槽設置奨励補助金については、合併時までに統 

一するものとし、その他の事業については、上野原町の制度に

一元化するものとする。 

（２）現在上野原町で建設を進めている汚泥再生処理施設（し尿処

理施設）は、合併年度である平成１７年度より国庫補助及び合

併特例債を活用し建設するものとする。 

 

２４‐⑩農林水産関係事業 

（１）農業振興地域整備計画については、現行のとおり新市に引き

継ぎ、新市において速やかに新たな農業振興地域整備計画を策

定するものとする。 

（２）森林整備計画については、現行のとおり新市に引き継ぎ、新

市において速やかに新たな森林整備計画を策定するものとする。 

（３）農林水産業施設整備事業については、現行のとおり新市に引

き継ぐものとする。 

（４）農林水産業施設整備に係る受益者分担金及び立木補償につい

ては、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後３年以内に統一す



るものとする。 

（５）農業委員会運営については、合併時に統一するものとする。 

（６）北都留森林組合及び南都留森林組合に関する事業については、

現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において調整を行うものと

する。 

（７）農林水産業施設については、現行のとおり新市に引き継ぐも

のとする。 

 

２４‐⑪商工・観光関係事業 

（１）中小企業者向け融資制度については、合併時に再編するよう

調整する。審査委員報酬、費用弁償についても合併時に検討、

調整する。 

（２）商工業奨励助成金は、現行のとおり新市に引き継ぐものとす

る。 

（３） 商工会に対する支援事業については、当面現行のとおりとし、

各々の実情を尊重し統合が進められるよう調整に努めるものと

する。 

（４）工場設置奨励事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ



ものとする。 

（５）観光資源については、現行のとおり新市に引き継ぐものとす

る。 

（６）観光広告宣伝事業については、各々の実情等を配慮し合併時

に調整する。 

（７）観光施設については、現行のとおり新市に引き継ぐものとし、

合併後必要に応じて検討、調整する。 

（８）観光団体については、現行のとおりとし、合併後組織の拡大

を推進する。 

 

２４‐⑫建設関係事業 

（１）町・村道については、現行のとおり新市に引き継ぐものとす

る。なお、認定基準・用地取得及び維持管理については、新市

において調整するものとする。 

（２）法定外公共物については、現行のとおり新市に引き継ぐもの

とする。なお、用途廃止や付け替え基準については新市におい

て調整するものとする。 

（３）町・村営住宅については、現行のとおり新市に引き継ぐもの



とする。ただし、使用料徴収体制や入退去及び維持管理につい

ては上野原町の例によるものとし、口座振替の導入を検討する

ものとする。 

（４）現在の都市計画区域及び都市計画で定める事項については、

現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

（５）公園については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

（６） 開発指導要綱については、合併時までに調整するものとする。 

 

２４‐⑬上下水道事業 

（１）上水道事業は（料金・負担金・手数料を含む。）現行のとおり

新市に引き継ぐ。 

（２）簡易水道事業は（料金・加入金・手数料を含む。）現行のとお

り新市に引き継ぐ。 

 ただし、手数料については、当面現行のとおりとするが、新

市において内容等を精査し、実績のないものの廃止等を含め統

一に向け調整する。 

（３）下水道事業は現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 



２４‐⑭学校教育関係事業 

（１）学校教育 

①幼稚園、小中学校については、現行のとおり新市に引き継ぐ

ものとする。 

②校舎等の耐震補強については、耐震診断の結果を踏まえ、新

市において実施する。 

③情報教育については、学校間で格差のないよう新市において

調整する。 

④通学区域については、現行のとおりとする。 

⑤遠距離通学児童・生徒の通学方法については、新市の路線バ

スの活用を含め、新市において検討する。なお、両町村で運行

しているスクールバスについては、現行のとおり新市に引き継

ぐものとする。 

⑥町単教員については、少人数学級等対応のため、現行のとお

り配置する。 

⑦外国語指導助手については、新市においては３名としＪＥＴ

か民間委託か検討する。 

⑧奨学金制度については、現行のとおり新市に引き継ぐものと



し、合併後５年以内に調整する。 

⑨就学援助費、児童生徒、教職員の健康管理事業は、上野原町

の例による。 

（２）学校給食 

学校給食については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

 

２４‐⑮社会教育・社会体育・生涯学習関係事業 

（１）社会教育関係事業 

①公民館 

 ア 公民館については、現行のとおり新市に引き継ぐものと  

し、中央公民館については合併時までに調整する。 

 イ 公民館の運営については、上野原町の例による。 

②生涯学習 

 ア 各種行事については、新市移行後も現行事を継続し、新  

市において調整する。 

 イ その他の生涯学習関係事業については、新市移行後も現  

行事業を継続し、新市において調整する。 

 ウ 成人式については、新市において統一する。 



③文化芸術 

 ア 指定文化財については、現行のとおり新市に引き継ぐも  

のとする。 

 イ 各種文化振興事業については、新市移行後も現行事業を  

継続し、新市において調整する。 

 ウ 民俗資料館については、現行のとおり新市に引き継ぐも   

のとする。 

（２）図書館関係事業 

  図書館については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

（３）社会体育関係事業 

  ①体育施設 

   ア 体育施設は現行のとおり新市に引き継ぐものとし、各施  

設の運営状況に応じて調整する。 

   イ 使用料の免除措置については、上野原町の例による。 

  ②スポーツの推進 

   ア スポーツ大会・体育祭り等については、現行のとおり新  

市に引き継ぐものとし、新市において検討する。 

   イ 大会等出場派遣費については、上野原町の例による。 



（４）町民プール関係事業 

  町民プールについては、現行のとおり新市に引き継ぐものとす 

る。 

（５）自然の里関係事業 

  自然の里については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



調  印  書 

 

上野原町及び秋山村は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２５２条の２第１項及び市町村の合併の特例に関する法律（昭和 

４０年法律第６号）第３条第１項の規定に基づく上野原町・秋山村

合併協議会において、上記のとおり合併に関する協議が整ったので、

ここに両町村長が署名調印する。 
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